
　令和５年度の当初予算額は、一般会計で、168億1,562万円です。対前年比20億2,899万円、13.72％の増額です。
特別会計や事業会計と合わせると、248億9,937万円で、前年度の当初予算より18億7,938万円、8.16％の増額となっ
ています。

今年度の概要

令和５年度　予算規模

総額総額 248億9,937万円248億9,937万円
【自主財源】 …自主財源は歳入の46.6％を占めますが、
前年度比7億7,999万円（11.1％）の増額です。
●町税 … 人口増の影響による個人町民税の増や企業
　の設備投資による固定資産税の増加などを見込み
　まして、前年度比4億4,324万円（8.7％）の増額と
　なっています。

【依存財源】 …前年度比12億4,901万円（16.1％）の増額
　　　　　　　です。
●国庫支出金…2億9,109万円（11.9％）の増額です。
●県支出金…1億207万円（7.5％）の増額となってお
　り、大津中学校改修事業に係る財源の計上が主な
　要因です。
●地方交付税…人口増などによる町税の増加が影響
　しまして、前年度比9,000万円（4.6％）の減額です。

歳入歳入

※合計は端数処理により合わないことがあります。

令和５年度町の予算　令和５年度予算を目的別でみると、増額の主な要
因は、教育費16億3,126万円（108.2％）の増による
もので、大津中学校改修事業が主な増額要因となっ
ています。その他、増額の主な要因として、土木費
２億5,527万円（23.1％）では、あけぼの団地改修事
業などがあげられます。
　また、民生費は２億4,480万円（4.2％）の増額して
おり、障害児支援事業の増額が主な要因となってい
ます。
　なお、令和５年度の当初予算額には含まれていま
せんが、道路橋梁の新設改良事業や、防災行政無線
の改修事業、公園施設の長寿命化対策支援事業など、
令和４年度の予算から繰り越して実施する事業もあ
ります。

歳出歳出

令和５年度
当初予算の主な事業

議会費
定例会や臨時会の会議録や議会広報発行のための費用 585万円

総務費
菊池広域連合への負担金（管理費） 1,852万円

「広報おおづ」を発行する費用 1,121万円
返礼品などふるさと寄附に関する費用 3億526万円
電子計算機器やシステムの運用のための費用 1億 6,101万円
電子申請や情報配信など DX 推進のための費用 681万円
交通安全教育や交通安全標識、カーブミラー工事などの費用 2,000万円
防犯パトロールや防犯灯の設置など、防犯対策のための費用 3,026万円
各行政区や組などが自分たちで行う地域づくり活動に対する
補助金 1,459万円

地方バスと乗合タクシーの運行費のための補助金 8,144万円
県議会議員菊池郡選挙区一般選挙・県知事選挙の費用 3,054万円

民生費
国民健康保険特別会計の安定化のための費用 2億1,991万円
介護保険特別会計の安定化のための費用 4億1,977万円
後期高齢者医療制度のための費用 4億5,129万円
ふくしの相談窓口の運営費用 3,194万円
障害者自立支援事業のための費用 14億 7,294万円
養護老人ホームへの委託費用 5,809万円
シルバー人材センターの助成費 913万円
高齢者の外出支援のための費用 440万円
学童保育の運営のための費用 2億1,901万円
私立保育園、認定こども園、家庭的保育室などの運営の費用 16億7,692万円
保育事業者の保育補助者の雇い上げに必要な費用に対する補助金 2,410万円
児童手当の支給費 7億4,958万円

農林水産業費
認定新規就農者への給付金 1,490万円
農地などの農業資本を維持する地域活動の助成費用 1億1,260万円
畜産振興のための費用 636万円
圃場整備事業の費用 1,851万円
農業集落排水事業会計への補助金、出資金 1億1,525万円
町有林保育事業の委託費 3,223万円

土木費
町道の維持管理の補修工事や街路樹管理のための費用 1億5,199万円
町道などの新設や改良などのための費用 3億 4,899万円
町立公園などの維持管理のための費用 1億 2,209万円
公共下水道事業会計への補助金、出資金 2億2,626万円
町営住宅改修のための費用 2億8,218万円

熊本地震復興基金を活用する事業（県ルール分）
民間賃貸住宅への入居や転居助成など住まいの再建支援のた
めの費用 650万円

熊本地震復興観光拠点整備推進事業（阿蘇熊本空港駅拠点活
性化事業補助金） 800万円

大津町熊本地震復興基金を活用する市町村創意工夫事業
アルファー米・ビスケット・カンパンなど災害用備蓄食料の
購入費用 365万円

自宅解体後、同一敷地内での再建時の地盤改良を補助するた
めの費用 200万円

新型コロナウイルス対策の主な経費（一般会計）

新型コロナウイルスワクチン接種のための費用 598万円

保育園や学童保育施設などの感染拡大防止のための費用 1,520万円

経営の安定化を図るため、中小企業者に対し、利子補給を行
うための費用 304万円

小中学校の感染拡大防止のための費用 661万円
消防費

菊池広域連合消防本部への負担金 3億5,318万円
消防団の活動や防火水槽など消防施設の整備費 1億 2,697万円
防災資機材の購入費用補助や、災害時の人件費など、災害に
備えるための費用 2,425万円

教育費

学力向上や特別支援学級のための職員（54人）の費用 8,948万円

教育相談事業など教育支援センターの運営の費用 1,903万円

小学校７校、中学校２校の管理・運営のための費用 3億9,291万円

大津中学校の長寿命化改修のための費用 14億4,906万円

学校給食センターの運営の費用 1億 4,727万円

文化施設や生涯学習施設の管理、運営に要する費用 2,178万円

図書館の運営、図書購入などの費用 7,549万円

運動公園や体育館の維持管理費 1億5,272万円

公債費
借入金（町債など）の返済に充てるための費用 19億7,212万円

商工費
商工業関係団体の補助や商工業振興などのための費用 2,072万円
地域おこし協力隊や地域活性化企業人、観光協会の運営費な
ど観光振興のための費用 5,669万円

工業振興や新たな企業などを誘致するための費用 797万円
工業団地整備事業特別会計への繰出金 1,827万円

衛生費
乳児・１歳６ヵ月児・３歳児や妊婦健診などを行うための費用 9,836万円
各種の予防接種を行う費用 1億6,716万円
健康増進法に基づく健診や健康づくり事業に関する費用 7,344万円
満18歳までの子どもの医療費を助成するための費用 1億9,082万円
菊池環境保全組合への負担金やゴミの処理のための費用 3億8,011万円
再生資源回収助成などごみ減量化、資源化のための費用 738万円
し尿処理のための菊池広域連合負担金やし尿運搬のための費用 5,236万円

※表示単位未満端数処理のため合計額は一致しない場合があります。

会 計 名 予 算 額 対前年比
一 般 会 計 168億1,562万円 ＋13.72%＋13.72%

特

別

会

計

国民健康保険特別会計 30億7,321万円 ＋3.20%
●国保加入の皆さんが病気やけがをしたときの医療給付や、人間ドックなどの保健事業の会計です。

大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計 3,685万円 －0.86%－0.86%
●大津町、南阿蘇村（旧長陽村）、菊陽町、菊池市（旧旭志村、旧泗水町）、合志市（旧合志町）の市町村で1,108haの共有財産、
　緑資源公団の分収育林管理などの会計です。

介護保険特別会計 28億875万円 ＋2.04%
●高齢者の皆さんの介護に関するサービス給付が主な会計です。

後期高齢者医療特別会計 4億4,113万円 －2.61%－2.61%
●熊本県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者の皆さんの医療給付に伴う保険料、健診などが主な会計です。

工業団地整備事業特別会計 3,122万円  ―   
●工業団地の造成などを行うために設けられた会計です。

工業用水道事業会計 9,476万円 ＋10.46%
　　　　　●熊本中核工業団地内の工場で使用される工業用の水道給水を行うために設けられた会計です。

公共下水道事業会計 13億5,332万円 －19.59%－19.59%
　　　　　●生活環境の向上と河川の汚濁防止などを目的に、生活雑排水などの処理施設を整備する会計です。

農業集落排水事業会計 ２億4,452万円 ＋0.27%
●農村地帯の生活環境の向上と河川の汚濁防止などを目的に、生活雑排水などの処理施設を整備する会計です。

合 計 248億9,937万円 ＋8.16%

新型コロナウイルス対策の主な経費新型コロナウイルス対策の主な経費

熊本地震復旧・復興関連の主な経費熊本地震復旧・復興関連の主な経費

※万円以下四捨五入

歳 出
教育費
31億3,909万円
（18.7%）

公債費
19億7,212万円
（11.7%）

議会費　１億1,091万円（0.7%）

総務費
17億9,302万円
（10.7%）

民生費
60億6,137万円
（36.1%）

予備費　7,388万円（0.4%）

土木費
13億6,202万円
（8.1%）

消防費
5億702万円
（3.0%）

衛生費
11億3,934万円
（6.8%）

農林水産業費
4億7,781万円
（2.8%）

災害復旧費
606万円
（0.1%）

商工費
1億7,299万円
（1.0%）

168億
1,562万円

自主財源　  78億2,823万円（46.6%）
依存財源　  89億8,739万円（53.4%）

町税 
55億3,885万円

（32.9%）

繰入金 
12億3,949万円

（7.4%）

その他 6億8,675万円（4.1%）

国庫支出金
27億4,672万円

（16.3%）

地方交付税 
18億6,000万円

（11.1%）

県支出金 
14億6,218万円

（8.7%）

町債 
17億1,440万円

（10.2%）

その他 
12億408万円（7.2%）

使用料・手数料
２億3,718万円

（1.4%）

分担金・
負担金
1億2,597万円

（0.7%）

歳 入
168億

1,562万円

※合計は端数処理により合わないことがあります。

※当初予算成立後、新型コロナウイルスワクチン接種のための費用
　（135,992千円）を補正予算に計上しています。
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